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（百万円未満切捨て） 
１．26年 7月中間期の運用、資産の状況（平成 26年 2 月 1 日～平成 26年 7月 31 日） 
(1) 運用状況                               （％表示は対前年中間期増減率） 
 営業収益 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円     ％ 
 

  

百万円    ％ 
 

百万円   ％ 
 

百万円    ％ 
       26年 7月中間期 

25年 7月中間期 
38（△77.7） 
170（ 292.3） 

10（△92.6） 
142（ 813.5） 

 

10（△92.6） 
142（ 813.4） 

 

10（△92.9） 
142（ 846.2） 

26年 1月期 220 (  21.3) 173 (  28.0) 
 

173 (  28.0) 
 

172 (  28.3) 
  

 
１口当たり中間 
（当期）純利益 

  円  

26年 7月中間期 
25年 7月中間期 

24 
334 

26年 1月期 406           
  

(2)財政状態 

 総資産額 純資産額 自己資本比率 １口当たり純資産額 

 百万円 

 

百万円 

 

％ 

         
         

円   
26年 7月中間期 
25年 7月中間期 

1,385 
1,339 

1,358 
1,317 

98.0 
98.4 

3,188 
3,092 

26年 1月期 1,385 
 

1,348 
 

97.3 
 

3,164 
 (参考) 自己資本   26年 7月中間期 1,358 百万円  25年 7月中間期 1,317 百万円  26年 1月期 1, 348 百万円 

 
(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 

 
百万円 百万円 百万円 百万円 

26年 7月中間期 
25年 7月中間期 

202 
290 

－ 
－ 

－ 
－ 

887 
643 

26年 1月期 331 － － 684 

 
２．収益分配の状況 

 1 口当たり収益分配金 

（基準日） 期末 年間 

 

 

 円   円  

26年 1月期 
○年○月期 

 
 
 

0.00 0.00 

27年 1月期  
未定 

27年 1月期（予想） 未定 

 
３．その他 

(1)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無 
② ①以外の会計方針の変更 ：有・無 
③ 会計上の見積りの変更 ：有・無 
④ 修正再表示 ：有・無 

 
(2) 発行済投資口数 

期末発行済投資口数  26年 7月中間期 426,060口   25年 7月中間期 426,060口    26年 1月期 426,060口 
 

※ この中間決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外です。 
この中間決算短信の開示時点において、中間財務諸表に対する監査手続は実施済となっております。 

 

http://www.venture-toushin.jp/
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１【投資法人の概況】 

（１）【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第12期中間 
計算期間末 

第13期中間 
計算期間末 

第14期中間 
計算期間末 

第12期 第13期 

決算年月日 平成24年７月31日 平成25年７月31日 平成26年７月31日 平成25年１月31日 平成26年１月31日 

営業収益 43,499千円 170,642千円 38,120千円 181,918千円 220,679千円 

経常利益金額 15,602千円 142,525千円 10,501千円 135,747千円 173,814千円 

中間純利益金額 15,032千円 142,242千円 10,077千円 ― ― 

当期純利益金額 ― ― ― 134,830千円 172,930千円 

出資総額 4,260,600千円 4,260,600千円 4,260,600千円 4,260,600千円 4,260,600千円 

発行済投資口総数 426,060口 426,060口 426,060口 426,060口 426,060口 

純資産額 1,055,409千円 1,317,450千円 1,358,215千円 1,175,207千円 1,348,138千円 

総資産額 1,074,880千円 1,339,083千円 1,385,392千円 1,208,097千円 1,385,464千円 

１口当たり純資産額 
        （注２） 

2,477円 3,092円 3,188円 2,758円 3,164円 

１口当たり中間純利益金額      

（注２） 
35円 334円 24円 ― ― 

１口当たり当期純利益金額      

（注２） 
― ― ― 316円 406円 

自己資本比率   （注１） 98.19％ 98.38％ 98.04％ 97.28％ 97.31％ 

自己資本利益率 （注１） 1.43％ 11.41％ 0.74％ 12.17％ 13.71％ 

  （注１）自己資本比率：純資産額から新株予約権の金額を控除した額を総資産額で除した割合 

自己資本利益率：中間（当期）純利益金額を期中平均純資産額で除した割合 

  （注２）１口当たり純資産額、１口当たり中間純利益金額および１口当たり当期純利益金額について、記載未満の数値 

を四捨五入して記載しております。 

  （注３）本書では特段の記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切捨て、比率は四捨五入して記載して 

     おります。 

  

（２）【投資法人の出資総額】 

  （平成26年８月31日現在） 
  

出資総額（千円） 発行可能投資口総口数（口） 発行済投資口総数（口） 

4,260,600 1,000,000 426,060 

 ・最近５年間における出資総額および発行済投資口総数の増減はありません。 

  

（３）【主要な投資主の状況】 

氏名または名称 住所 所有投資口数（口） 比率（％） 

公益財団法人大阪産業振興機構 大阪市中央区本町橋２番５号 100,000 23.47 

大和信用金庫 奈良県桜井市大字桜井281番地の11 40,000 9.39 

カブドットコム証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 21,870 5.13 

安藤 幸夫 愛知県名古屋市 20,600 4.83 

古江 夕輝 山口県下松市 19,790 4.64 

 ・平成26年７月末日現在における所有投資口数の上位５位までを掲載しております。 

 ・比率欄は、総投資口数に対する所有投資口数の比率で、小数点以下第３位を四捨五入しております。 
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２【投資法人の運用状況】 

（１）【投資状況】 

  平成26年８月31日現在 
  

資産の種類 地域別 時価合計（円） 投資比率（％） 

株式（公開株） 日本 388,275,100 28.30 

株式（未公開株） 日本 － － 

現金及びその他の資産 日本 983,769,937 71.70 

合計（資産総額） 1,372,045,037 100.00 

 ・東京証券取引所への報告数値に基づいて記載しています。 

・投資比率とは、投資法人の資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

 ・投資比率は、小数点第３位を四捨五入しております。 

  

  平成26年８月31日現在 
  

 金額（円） 資産総額に対する比率（％） 

負債総額 3,132,874 0.23 

純資産総額 1,368,912,163 99.77 

・東京証券取引所への報告数値に基づいて記載しています。 

・比率は、小数点第３位を四捨五入しております。 
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（２）【投資資産】 

①【投資有価証券の主要銘柄】 

  （平成26年８月31日現在、単位：円） 

 銘柄 業種 
株数 

数量 
帳簿価額 評価額 

投資 

比率 
参考 

      単価／金額 単価／金額     

大塚ホールディングス 医薬品 10,000 
3,168 

31,676,400 

3,782 

37,820,000 
2.76%  

サントリー食品インターナショナル 食料品 9,000 
3,411 

30,701,610 

3,815 

34,335,000 
2.51%  

ダイト 医薬品 14,000 
1,540 

21,560,000 

1,872 

26,208,000 
1.91%  

ヒト・コミュニケーションズ 情報・通信業 13,300 
1,840 

24,469,531 

1,892 

25,163,600 
1.84%  

新田ゼラチン 化学 22,000 
970 

21,340,000 

891 

19,602,000 
1.43%   

Ｐａｌｔａｃ 卸売業 14,500 
1,361 

19,729,099 

1,329 

19,270,500 
1.41%   

日本コンセプト 倉庫・運輸関連業 10,000 
1,910 

19,100,000 

1,920 

19,200,000 
1.40%   

日本ＢＳ放送 情報・通信業 20,000 
1,028 

20,567,576 

926 

18,520,000 
1.35%   

サンヨーホームズ 建設業 21,200 
666 

14,119,200 

720 

15,264,000 
1.12%   

ライドオン・エクスプレス サービス業 5,000 
3,289 

16,446,155 

2,981 

14,905,000 
1.09%   

アニコム ホールディングス 保険業 12,000 
1,179 

14,148,000 

1,215 

14,580,000 
1.07%   

イートアンド 食料品 8,500 
1,810 

15,385,000 

1,690 

14,365,000 
1.05%   

ポールトゥウィン・ピットクルーホー

ルディングス 
情報・通信業 11,500 

1,686 

19,389,000 

1,183 

13,604,500 
0.99%   

島根銀行 銀行業 9,900 
1,336 

13,226,400 

1,323 

13,097,700 
0.96%   

じげん 情報・通信業 13,000 
1,116 

14,508,051 

921 

11,973,000 
0.87%  

クロタニコーポレーション 卸売業 22,000 
596 

13,112,000 

525 

11,550,000 
0.84%   

全国保証 その他金融業 4,000 
2,420 

9,680,000 

2,786 

11,144,000 
0.81%   

ウチヤマホールディングス サービス業 17,200 
620 

10,664,000 

613 

10,543,600 
0.77%   

ＡＧＳ 情報・通信業 11,800 
689 

8,130,200 

885 

10,443,000 
0.76%   

マックスバリュ九州 小売業 6,000 
1,681 

10,086,000 

1,643 

9,858,000 
0.72%   

ポーラ・オルビスホールディングス 化学 2,000 
3,765 

7,529,110 

4,100 

8,200,000 
0.60%   

鴻池運輸 陸運業 3,200 
1,488 

4,763,008 

2,230 

7,136,000 
0.52%   

ユニバーサル園芸社 サービス業 2,000 
2,895 

5,790,000 

2,917 

5,834,000 
0.43%   

ハピネス・アンド・ディ 小売業 6,400 
925 

5,920,000 

831 

5,318,400 
0.39%  
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 銘柄 業種 
株数 

数量 
帳簿価額 評価額 

投資 

比率 
参考 

      単価／金額 単価／金額     

カルビー 食料品 1,100 
2,494 

2,743,675 

3,590 

3,949,000 
0.29%  

ウィルグループ サービス業 3,000 
1,038 

3,115,275 

1,117 

3,351,000 
0.24%   

エスクリ サービス業 1,300 
1,009 

1,311,700 

1,198 

1,557,400 
0.11%   

アイ・ケイ・ケイ サービス業 1,700 
831 

1,412,700 

872 

1,482,400 
0.11%   

・平成26年８月31日現在保有する有価証券は公開株式のみであり、以上28銘柄が本投資法人が保有する有価証券のすべて 

です。 

・上記株式の銘柄は「株式会社」の表示を省略しております。 

・評価額は東京証券取引所への報告数値に基づいて記載しています。 

・投資比率は純資産総額に対する評価額の比率です。 

  

種類別・業種別の投資比率 

  （平成26年８月31日現在、単位：円） 

種類 業種 評価金額 投資比率 種類 業種 評価金額 投資比率 

株式 情報・通信業 79,704,100 5.82% 株式 建設業 15,264,000 1.12% 

  医薬品 64,028,000 4.68%   小売業 15,176,400 1.11% 

  食料品 52,649,000 3.85%   保険業 14,580,000 1.07% 

  サービス業 37,673,400 2.75%   銀行業 13,097,700 0.96% 

  卸売業 30,820,500 2.25%   その他金融業 11,144,000 0.81% 

  化学 27,802,000 2.03%   陸運業 7,136,000 0.52% 

  倉庫・運輸関連業 19,200,000 1.40%   合計 388,275,100 28.36% 

・評価額は東京証券取引所への報告数値に基づいて記載しています。 

・投資比率は純資産総額に対する評価金額の比率です。 

 

②【投資不動産物件】 

   該当すべき事項はありません。 

③【その他投資資産の主要なもの】 

   該当すべき事項はありません。 

     投資事業有限責任組合を通じて投資を行った株式等 

   該当すべき事項はありません。  



ベンチャービジネス証券投資法人（8720）平成 27年 1月期 中間決算短信 

 

 

   

 

 

6 

（３）【運用実績】 

①【純資産等の推移】 

  平成26年８月31日現在、第12期から第13期計算期末、第14期中間計算期末及び直近１年間の各月末の純資 

 産等の推移は次の通りです。なお、本投資法人は東京証券取引所(平成25年７月16日付で市場統合される前 

まで大阪証券取引所)に上場しておりますので、市場価格を付記しております。 

  （単位：円） 
  

期間 総資産額 純資産総額 
１口当たりの 

純資産額 
市場価格 

第 12期計算期末（平成 25年１月 31日） 1,208,097,110 1,175,207,818 2,758 1,805 

第 13期計算期末（平成 26年１月 31日） 1,385,464,462 1,348,138,438 3,164 2,890 

第 14期中間計算期末（平成 26年７月 31日） 1,385,392,047 1,358,215,481 3,188 2,920 

平成 25年 ８月末日 1,311,144,345 1,304,241,424 3,061 2,600 

平成 25年 ９月末日 1,368,204,127 1,350,503,577 3,170 2,800 

平成 25年 10月末日 1,357,925,299 1,350,422,727 3,170 2,830 

平成 25年 11月末日 1,371,476,145 1,346,005,688 3,159 2,821 

平成 25年 12月末日 1,394,785,136 1,367,032,335 3,209 2,880 

平成 26年 １月末日 1,385,464,462 1,348,138,438 3,164 2,890 

平成 26年 ２月末日 1,340,776,845 1,333,991,241 3,131 2,885 

平成 26年 ３月末日 1,316,288,722 1,311,379,670 3,078 2,786 

平成 26年 ４月末日 1,300,765,699 1,293,505,399 3,036 2,802 

平成 26年 ５月末日 1,310,730,499 1,301,199,589 3,054 2,782 

平成 26年 ６月末日 1,384,308,223 1,355,062,475 3,180 2,909 

平成 26年 ７月末日 1,385,392,047 1,358,215,481 3,188 2,920 

平成 26年 ８月末日 1,372,045,037 1,368,912,163 3,213 2,963 

（注）計算期末および中間計算期末（平成26年７月末日）の数値は会計上の数値であり、それ以外の数値は証券取引 

    所への報告数値です。１口当たりの純資産額は、記載未満の数値を四捨五入して表示しております。 

 

②【分配の推移】 

 本書提出日現在、直近日前１年間に支払われた分配金は次の通りです。 

 分配総額（千円） １口当たりの分配額（円） 

第13期（平成25年２月１日～平成26年１月31日） ― ― 

  

③【自己資本利益率（収益率）の推移】 

 自己資本利益率（％） 

第13期（平成25年２月１日～平成26年１月31日） 13.71 

第14期中間計算期間（平成26年２月１日～平成26年７月31日） 0.74 

 ・自己資本利益率：中間（当期）純利益金額を期中平均純資産額で除した割合。 
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（４）【投資リスク】 

 当中間計算期間において、新たに発生した投資リスクはありません。また、前計算期間に係る有価証券報告書に記

載した投資リスクについて重要な変更はありません。 

 

前計算期間末平成26年１月31日において東京証券取引所「有価証券上場規程」第1318条第２項第１号および同規程

平成25年７月16日改正付則第11条第５項に定める投資比率基準「運用資産等の総額に占める未公開株等投資額の比率

が70％未満」に該当したことにより、本投資法人の発行する投資証券は、平成26年４月25日付で東京証券取引所にお

いて１年間（自 平成26年２月１日 至 平成27年１月31日）の「上場廃止に係る猶予期間入り」となりました。 

本投資法人の投資証券の東京証券取引所における取引に関しましては、猶予期間中であっても、同取引所に上場し

ている間は何ら制約を受けることはございません。 

 

 なお、本投資法人は存続期間の満了をもって解散し、東京証券取引所が定める「有価証券上場規程」および「有価

証券上場規程施行規則」により、本投資法人が発行する投資証券はその上場が廃止されます。東京証券取引所におけ

る本投資法人の投資証券の最終取引日は次の日程で予定されておりますので、証券市場で取引をされる場合はご留意

いただきますよう、お願い申し上げます。 

 

 本書提出日現在において東京証券取引所で予定されている本投資法人の投資証券の最終取引日程 

最終取引約定日（予定）  平成27年1月26日(月) 

上場廃止日（予定）    平成27年1月27日(火) 

最終取引受渡日（予定）  平成27年1月29日(木) 

存続期間満了日（解散日） 平成27年1月31日(土) 
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３【継続企業の前提に関する重要事象等】 

（１）【継続企業の前提に関する重要事象等】 

              該当すべき事項はありません。 

 

    （２）【その他】 

           本投資法人は存続期間が満了する平成27年1月31日をもちまして解散します。 

本投資法人が発行する投資証券は、東京証券取引所が定める「有価証券上場規程」および「有価証券上場規程

施行規則」により、平成27年1月27日にその上場が廃止される予定となっております。今後は、解散を視野に入

れ相場動向を勘案しながら運用資産の現金化を進めてまいります。 

なお、本投資法人の残余財産の分配に関しましては、具体的な手続きと日程が確定次第、東京証券取引所への

適時開示または本投資法人のウェブサイト（http://www.venture-toushin.jp/）にてご案内してまいります。 
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４【投資法人の経理状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 本投資法人の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）並びに同規則第38条及び第57条の規定により、「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令第47号）に基

づいて作成しております。 

 なお、中間財務諸表に記載している金額は、千円単位で表示し、単位未満は切り捨てております。 

  

２．監査証明について 

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（平成26年２月１日から平成26

年７月31日まで）の中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人による中間監査を受けております。 
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（１）【中間貸借対照表】 

（単位：千円） 

        前計算期間末 

(平成26年１月31日) 

当中間計算期間末 

(平成26年７月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 684,801 887,106 

    有価証券 562,115 478,560 

    未収入金 12,534 18,850 

    未収配当金 1,013 875 

    流動資産合計 1,260,464 1,385,392 

  固定資産     

    投資その他の資産     

      投資有価証券 125,000 － 
      投資その他の資産合計 125,000 － 
    固定資産合計 125,000 － 
  資産合計 1,385,464 1,385,392 

負債の部     

  流動負債     

    未払金 20,945 11,137 
    未払費用 15,045 15,232 
    未払法人税等 950 475 
    繰延税金負債 370 320 
    預り金 14 11 
    流動負債合計 37,326 27,176 
  負債合計 37,326 27,176 

純資産の部     

  投資主資本     

    出資総額 ※2 4,260,600 ※2 4,260,600 
    剰余金     

      中間未処分利益又は中間未処理損失（△） △2,912,461 △2,902,384 
      剰余金合計 △2,912,461 △2,902,384 
    投資主資本合計 1,348,138 1,358,215 
  純資産合計 ※1 1,348,138 ※1 1,358,215 

負債純資産合計 1,385,464 1,385,392 
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（２）【中間損益計算書】 

（単位：千円） 

    
前中間計算期間 

自 平成25年２月１日 

至 平成25年７月31日 

当中間計算期間 

自 平成26年２月１日 

至 平成26年７月31日 

営業収益     

  受取配当金 5,948 5,532 
  受取利息 45 60 
  有価証券売買等損益 164,395 32,524 
  その他の営業収入 253 1 
  営業収益合計 170,642 38,120 

営業費用     

  執行役員及び監督役員報酬 1,800 1,800 
  資産運用報酬 6,722 7,122 
  資産保管手数料 680 720 
  一般事務委託手数料 7,349 7,389 
  その他営業費用 11,566 10,588 
  営業費用合計 28,118 27,620 

営業利益 142,523 10,499 

営業外収益     

  雑収入 1 2 
  営業外収益合計 1 2 

経常利益 142,525 10,501 

税引前中間純利益 142,525 10,501 

法人税、住民税及び事業税 475 475 

法人税等調整額 △192 △50 

法人税等合計 282 424 

中間純利益 142,242 10,077 

前期繰越損失（△） △3,085,392 △2,912,461 

中間未処分利益又は中間未処理損失（△） △2,943,149 △2,902,384 
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（３）【中間投資主資本等変動計算書】 

 

前中間計算期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年７月31日） 

（単位：千円） 

 投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

中間未処分利益

又は中間未処理

損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 4,260,600 △3,085,392 △3,085,392 1,175,207 1,175,207 

当中間期変動額      

中間純利益  142,242 142,242 142,242 142,242 

当中間期変動額合計 － 142,242 142,242 142,242 142,242 

当中間期末残高 ※１ 4,260,600 △2,943,149 △2,943,149 1,317,450 1,317,450 

 

当中間計算期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日） 

    （単位：千円） 

 投資主資本 

純資産合計 
 

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 
 

中間未処分利益

又は中間未処理

損失（△） 

剰余金合計 

当期首残高 4,260,600 △2,912,461 △2,912,461 1,348,138 1,348,138 

当中間期変動額      

中間純利益  10,077 10,077 10,077 10,077 

当中間期変動額合計 － 10,077 10,077 10,077 10,077 

当中間期末残高 ※１ 4,260,600 △2,902,384 △2,902,384 1,358,215 1,358,215 
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（４）【中間キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

    
前中間計算期間 

自 平成25年２月１日 

至 平成25年７月31日 

当中間計算期間 

自 平成26年２月１日 

至 平成26年７月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前中間純利益 142,525 10,501 

  受取利息及び受取配当金 △5,993 △5,593 

  有価証券の増減額(△は増加） 18,506 83,554 

  投資有価証券の増減額(△は増加） 150,658 125,000 

  未収入金の増減額（△は増加） △9,949 △7,263 

  未払金の増減額（△は減少） △11,561 △9,807 

  未払費用の増減額（△は減少） 974 187 

  その他 △2 △3 

  小計 285,156 196,575 

  利息及び配当金の受取額 6,519 5,732 

  法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,440 △3 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 290,235 202,304 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 290,235 202,304 

現金及び現金同等物の期首残高 352,980 684,801 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 643,215 ※１ 887,106 
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（５）【中間注記表】 

１．継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。  

  

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

（1）売買目的有価証券 

 時価法を採用しております。 

 なお、売却原価は移動平均法により算定しております。 

  （2）その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

２．収益及び費用の計上基準 受取配当金の計上基準 

 原則として、上場株式の配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額

を計上しております。 

３．中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、当座預金及び普通預金等の預入れ期間が３ヶ月を超えない預金等としてお

ります。 

４．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

（1）消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

  

３．中間貸借対照表に関する注記 

※１ 「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和26年法律第198号）第67条第４項に規定する最低純資産額 

  
前計算期間末 

平成26年１月31日 
当中間計算期間末 
平成26年７月31日 

  50,000千円 50,000千円 

  

※２ 投資主資本の欠損 

  
前計算期間末 

平成26年１月31日 
当中間計算期間末 
平成26年７月31日 

   貸借対照表上の純資産総額が出資

総額を下回っており、その差額は

2,912,461千円であります。 

 中間貸借対照表上の純資産総額が

出資総額を下回っており、その差額

は2,902,384千円であります。 

  

４．中間損益計算書に関する注記 

  
  
  

前中間計算期間 
自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日 

当中間計算期間 
自 平成26年２月１日 
至 平成26年７月31日 

   該当事項はありません。  該当事項はありません。 

  

５．中間投資主資本等変動計算書に関する注記 

※１ 発行可能投資口総口数および発行済投資口総口数 

  
前中間計算期間 

自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日 

当中間計算期間 
自 平成26年２月１日 
至 平成26年７月31日 

発行可能な投資口の総数 1,000,000口 1,000,000口 

発行済投資口総口数 426,060口 426,060口 
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６．中間キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

※１ 現金及び現金同等物の中間計算期間末残高と中間貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

  
前中間計算期間 

自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日 

当中間計算期間 
自 平成26年２月１日 
至 平成26年７月31日 

預金 643,215千円 887,106千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －千円 －千円 

現金及び現金同等物 643,215千円 887,106千円 

  

７．リース取引に関する注記 

該当事項はありません。 

  

８．金融商品に関する注記 

    金融商品の時価等に関する事項 
     金融商品の貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）参照） 

  

  前計算期間末（平成26年１月31日） 

項目 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

a 現金及び預金 684,801 684,801 ― 

b 有価証券 562,115 562,115 ― 

  

  

  当中間計算期間末（平成26年７月31日） 

項目 中間貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

a 現金及び預金 887,106 887,106 ― 

b 有価証券 478,560 478,560 ― 

  

        （注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

     a 現金及び預金 

        普通預金および決済性合同運用金銭信託であり、これらは短期間で決済されるため、時 

価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
  

     b 有価証券 

        売買目的有価証券として保有する公開株式であり、その時価については取引所の価格に 

よっております。貸借対照表計上額と取得価額との差額は次のとおりであります。 

  

   前計算期間末（平成26年１月31日） 

科目 保有区分 取得価額（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

当期の損益に含まれ

た評価差額(千円) 

有価証券 売買目的有価証券 557,448 562,115 4,666 

       ※取得価額は毎期評価を洗替えており、評価差額を当計算期間の損益に計上しております。 

  

   当中間計算期間末（平成26年７月31日） 

科目 保有区分 取得価額（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 

当期の損益に含まれ

た評価差額(千円) 

有価証券 売買目的有価証券 467,347 478,560 11,213 

       ※取得価額は毎期評価を洗替えており、評価差額を当中間計算期間の損益に計上しております。 
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     デリバティブ取引 

      該当事項はありません。 

  

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

      投資有価証券 

        その他有価証券として保有する未公開株式であり、これらについては市場価格がなく、 

かつ、合理的にキャッシュ・フローを見積ることができないことから、時価を把握する 

ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。 

  

    前計算期間末（平成26年１月31日） 

科目 保有区分 貸借対照表計上額（千円）  時価（千円）  差額（千円）  

投資有価証券 その他有価証券 125,000 －  －  

   

    当中間計算期間末（平成26年７月31日） 

         該当事項はありません。 

  

９．有価証券に関する注記 

前計算期間末（平成26年１月31日） 

 その他有価証券 

 その他有価証券として保有する非上場株式（貸借対照表計上額125,000千円）については、市場価格がなく、

かつ、合理的にキャッシュ・フローを見積ることができないことから、時価を把握することが極めて困難で

あるため記載しておりません。 

  

当中間計算期間末（平成26年７月31日） 

 その他有価証券 

該当事項はありません。 

 

10．デリバティブ取引に関する注記 

該当事項はありません。 

   

11．持分法損益等に関する注記 

本投資法人には、関連会社はありませんので、該当事項はありません。 

  

12．セグメント情報等に関する注記 

（１）セグメント情報 

 本投資法人は、資産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（２）関連情報 

前中間計算期間（自 平成25年２月１日 至 平成25年７月31日） 

 ①製品及びサービスごとの情報 

    製品及びサービスの区分が単一であるため、記載を省略しております。 

  ②地域ごとの情報 

ⅰ営業収益 

    本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

（注）中間損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しております。 

 ⅱ有形固定資産 

    有形固定資産が存在しないため、記載を省略しております。 

 ③主要な顧客ごとの情報 

   中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める顧客が存在しないため、記載を省略しております。 

（注）中間損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しております。 
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当中間計算期間（自 平成26年２月１日 至 平成26年７月31日） 

 ①製品及びサービスごとの情報 

    製品及びサービスの区分が単一であるため、記載を省略しております。 

  ②地域ごとの情報 

ⅰ営業収益 

    本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

（注）中間損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しております。 

 ⅱ有形固定資産 

    有形固定資産が存在しないため、記載を省略しております。 

 ③主要な顧客ごとの情報  

顧客の名称または氏名 営業収益（千円） 

金融機関 45,500 

   本投資法人は資産運用事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。 

（注１）中間損益計算書の営業収益のうち、有価証券売買等損益を有価証券売却価額に置き換えて判断しております。 

（注２）該当取引は、未公開株式を対象とした相対取引であるため、匿名としております。 

  

（３）報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

（４）報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

  該当事項はありません。 

 

（５）報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

   該当事項はありません。 

 

13．１口当たり情報に関する注記 

 
前計算期間末 

平成26年１月31日 
当中間計算期間末 
平成26年７月31日 

１口当たり純資産額 3,164円 3,188円 

１口当たり中間純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。 

 
前中間計算期間 

自 平成25年２月１日 
至 平成25年７月31日 

当中間計算期間 
自 平成26年２月１日 
至 平成26年７月31日 

１口当たり中間純利益金額 334円 24円 

（算定上の基礎）     

 中間純利益金額 142,242千円 10,077千円 

 普通投資主に帰属しない金額 － － 

 普通投資口に係る中間純利益金額 142,242千円 10,077千円 

 期中平均投資口数 426,060口 426,060口 

   注．潜在投資口調整後１口当たり中間純利益金額については、潜在投資口がないため記載しておりません。 

 

14．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 
 
 
 


